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日鉄建材株式会社



          貸 　借 　対 　照 　表
          令和６年３月３１日現在

     （単位:百万円）
    科       目    金      額     科       目     金      額

  （資産の部）   （負債の部）
 流 動 資 産 91,626  流 動 負 債 38,014

現 金 及 び 預 金 162 支 払 手 形 3
預 け 金 19,959 電 子 記 録 債 務 4,002
電 子 記 録 債 権 576 買 掛 金 23,533
売 掛 金 22,584 リ － ス 債 務 106
製 品 10,993 未 払 金 4,381
半 製 品 1,071 未 払 法 人 税 等 1,656
仕 掛 品 213 預 り 金 2,999
原 材 料 7,232 そ の 他 の 流 動 負 債 1,331
貯 蔵 品 3,534
未 収 入 金 22,423
短 期 貸 付 金 2,700
そ の 他 の 流 動 資 産 173  固 定 負 債 1,246

長 期 リ － ス 債 務 216
役員退職慰労引当金 265
退 職 給 付 引 当 金 494
繰 延 税 金 負 債 134

 固 定 資 産 31,290 そ の 他 の 固 定 負 債 135

    有形固定資産 15,744
建 物 5,192 負 債 合 計 39,261
構 築 物 695
機 械 及 び 装 置 6,807
車 輌 及 び 運 搬 具 5
工 具 器 具 及 び 備 品 518   （純資産の部）
土 地 2,078  株　主　資　本 83,515
リ － ス 資 産 293
建 設 仮 勘 定 153 資　本　金 5,912

資 本 剰 余 金 13,135
    無形固定資産 247 資 本 準 備 金 6,163

ソ フ ト ウ ェ ア 185 そ の 他 資 本 剰 余 金 6,972
の れ ん 3
ソフトウェア仮勘定 59 利 益 剰 余 金 64,467

そ の 他 利 益 剰 余 金 64,467
    投資その他の資産 15,297 　固定資産圧縮積立金 545

投 資 有 価 証 券 314 　別 途 積 立 金 33,000
関 係 会 社 株 式 12,148 　繰越利益剰余金 30,921
関 係 会 社 出 資 金 77
長 期 前 払 費 用 44
差 入 保 証 金 710
前 払 年 金 費 用 1,800
そ の 他 の 投 資 278
貸 倒 引 当 金 △ 77  評 価・換 算 差 額 等 139

その他有価証券評価差額金 139

純 資 産 合 計 83,654

資 産 合 計 122,916 負債及び純資産合計 122,916



  　 損  益  計  算  書

  令和　５年　４月　１日から
  令和　６年　３月３１日まで

      （単位：百万円）

 　　科  　　目       金       額

 売       上       高 127,274

 売    上  　原  　価 100,931

売　上　総　利　益 26,343

 販売費及び一般管理費 14,698

営  業  利  益 11,644

 営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 873

雑　収　益 254 1,127

 営 業 外 費 用

雑　損　失 271 271

経  常  利  益 12,500

 特　別　利　益

投資有価証券売却益 1,137 1,137

 特　別　損　失

固定資産減損損失 19 19

税 引 前 当 期 純 利 益 13,618

法人税・住民税及び事業税 2,915

法 人 税 等 調 整 額 581 3,496

当  期  純　利　益 10,121



株主資本等変動計算書　（自令和５年４月１日　　至令和６年３月３１日）
（単位：百万円）

当期首残高 5,912 6,163 6,972 13,135 593 33,000 25,032 58,625 

当期変動額

剰余金の配当    －   △4,280 △4,280 

圧縮積立金の取崩    － △47  47 － 

当期純利益    －   10,121 10,121 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）    －    － 

当期変動額合計 － － － － △47 － 5,889 5,841 

当期末残高 5,912 6,163 6,972 13,135 545 33,000 30,921 64,467 

株主資本 評価・換算差額等

当期首残高 77,674 908 78,582 

当期変動額

剰余金の配当 △4,280  △4,280 

圧縮積立金の取崩 －  － 

当期純利益 10,121  10,121 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － △768 △768 

当期変動額合計 5,841 △768 5,072 

当期末残高 83,515 139 83,654 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

純資産合計株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰越利益
剰余金

株主資本



【個別注記表】 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

・子会社株式及び関連会社株式･･･････ 移動平均法の原価法 

・その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの･･ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全 

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均 

法により算定） 

 市場価格のない株式等･･･････････  移動平均法の原価法 

 

(2)棚卸資産 

・製品、半製品及び原材料･･････････ 総平均法の原価法（貸借対照表価額については 

                  収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

・仕掛品･･････････････････････････  総平均法又は個別法の原価法（貸借対照表価額に     

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）               

・貯蔵品･･････････････････････････ 先入先出法又は個別法の原価法（貸借対照表価額に 

                 ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リ－ス資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物      15～45 年 

機械及び装置         5～17 年 

(2)無形固定資産（リ－ス資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

のれん       5 年 
(3)リ－ス資産 

    リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

(2)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により償却している。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）で、それぞれ発生時の翌期から定額法により償却している。 

 

 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

製品の販売に係る収益は主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を顧

客指定場所に納入する履行義務を負っている。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において

顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識している。 

なお、出荷時から製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合には、出

荷時において収益を認識している。 

 

 

 



Ⅱ．会計上の見積りに関する注記  

 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類等にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりである。 
 
  繰延税金資産        １,３５８百万円（繰延税金負債１,４９３百万円と相殺前） 

 
 
Ⅲ．貸借対照表に関する注記 
 
１．有形固定資産の減価償却累計額         ５２,７２３百万円 

 

２． 偶発債務 

保証債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っている。 

日鉄建材ベトナム有限会社        １９１百万円 

 

 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権                 ３１,０７４百万円 

  短期金銭債務                 ２１,７３７百万円 

  長期金銭債務                     ５０百万円 

 

 

Ⅳ．損益計算書に関する注記 

 
１．関係会社との取引高 
 営業取引による取引高 
  売上高                                          ８,７１０百万円 

  仕入高                                        ７４,７４６百万円 

 営業取引以外の取引による取引高 

  資産譲渡等に伴う収入額             ８,９０５百万円 

  資産譲受等に伴う支出額                ８５６百万円 

 
２．減損損失に関する注記 
 翌事業年度において、一部製品の製造拠点集約に伴う生産設備の休止を予定しているため、当事

業年度において、以下の資産グループについて減損損失を認識している。 
                                     （単位：百万円） 

場所 用途 種類 金額 
大阪製造所 事業用資産 機械及び装置・その他 19  

グル－ピングの方法としては、原則として事業所ごとにグルーピングを実施しているほか、独立

したキャッシュ・フローを生み出す単位を定めて実施している。回収可能価額は使用価値により測

定しており、生産設備休止までの回収可能価額をゼロとして計算している。減損損失の内訳は、機

械及び装置 18 百万円、その他 0百万円である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 
1.発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式数 (株) 61,765,000 ― ― 61,765,000 

 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

  配当金支払額等 

令和 5年 6月 29 日開催の第 50 回定時株主総会決議による配当に関する事項 

① 配当金の総額    ４，２８０百万円 

② １株当たり配当額   ６９．３円 

③ 基準日        令和 ５年３月３１日 

④ 効力発生日      令和 ５年６月３０日 

 

 

Ⅵ．税効果会計に関する注記  

 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金限度超過額、減価償却限度超過額等であり、繰延

税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、前払年金費用、固定資産圧縮積立金等

である。

 
（法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理） 

当社は、日本製鉄株式会社を通算親法人とするグループ通算制度を適用している。なお、法人

税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用す

る場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）に従ってい

る。 

      

 
Ⅶ．金融商品に関する注記 

 

１． 金融商品の状況に関する事項 

(1) 資金運用については、短期的な預金等に限定している。 

(2) 営業債権である電子記録債権及び売掛金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿っ

てリスク低減を図っている。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式について

は四半期ごとに時価の把握を行っている。営業債務である支払手形・電子記録債務及び買掛

金等は、原則として一年以内の支払期日である。 

 

２． 金融商品の時価等に関する事項 

令和 6 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりである。なお、「預け金」、「電子記録債権」、「売掛金」、「未収入金」、「支払手形」、

「電子記録債務」、「買掛金」については、短期間で決済されるため時価が簿価に近似するものであ

ることから記載を省略している。 

    （単位：百万円） 

  貸借対照表     

  計上額 時価 差額 

(1)投資有価証券       

    その他有価証券 237 237 - 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

(1)投資有価証券 

  これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。 

(注２)非上場株式（貸借対照表計上額 76 百万円）は、市場価格のない株式等であるため、「（1）投

資有価証券 その他有価証券」には含めていない。 

関係会社株式（非上場）（貸借対照表計上額 12,148 百万円）及び関係会社出資金（貸借対照

表計上額 77 百万円）については、市場価格のない株式等であるため、時価開示の対象とし

ていない。 

 



Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記 
 

１． 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、福岡県その他の地域において、賃貸用の土地（建物を含む。）を有している。 
 
２． 賃貸不動産の時価等に関する事項 

 （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 時価 

511   1,576   

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。 

（注２） 当期末の時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用い

て調整した金額によっている。 

 

 

Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記 

 
１． 親会社及び法人主要株主等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 材料の購入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定している。 

（注2） 不動産の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて、賃借料金額を決定している。 

（注3） 製品の販売については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定している。 

（注4） 当社は日本製鉄株式会社と「プ－リングによる資金取引に関する覚書」を取交しており、日本製鉄グ

ル－プ会社相互の余剰資金の融通のしくみであるＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）を利用

している。そのため、当社の日本製鉄株式会社に対する預け金の残高は日々変動している。 

（注5） 日本製鉄㈱が実施した日鉄物産㈱株式を対象とした公開買付けに応じた価格で売却している。 

 

２． 子会社及び関連会社等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円）

属性
会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 日本製鉄㈱ 被所有 当事者製品の購入 材料の購入 59,102 買掛金 17,327
　直接 100% (注1）

不動産賃借 不動産賃借 951 未払金 69
(注2）

当社製品の販売 製品の販売 3,635 売掛金 1,139
(注3）

資金取引 ＣＭＳ (注4） 預け金 19,959
受取利息 13

株式売却取引 株式の売却 1,207
(注5）

（百万円）

属性
会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 日鉄神鋼 所有 当社製品の販売 製品の販売 1,337 売掛金 496
建材㈱ 　直接 65% (注1）

業務受託 235 未収入金 1,479
支払代行の実行 903
支払代行の回収 921
(注6）

資金の援助 資金の貸付 2,850 短期貸付金 200
資金の回収 2,650
(注2）

資金預り 資金預り -       預り金 -       
資金払戻 450
(注2）

㈱ﾆｯｹﾝﾌｪﾝｽ 所有 当社製品の販売 製品の販売 204 売掛金 102
ｱﾝﾄﾞﾒﾀﾙ 　直接 100% (注1）

資金預り 資金預り 650 預り金 920

資金払戻 680
(注2）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上決定している。 

（注2） 資金の貸付及び預りに関しては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

（注3） 製品・半製品・材料の購入及び材料の分譲については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定してい

る。 

（注4） 用役の購入・ｿﾌﾄの開発委託については、提示された見積により、毎期交渉の上価格を決定している。 

（注5） 委託加工先の製品購入については、提示された見積により、毎期交渉の上価格を決定している。 

（注6） 支払代行については、当社が子会社の取引先に対する買掛金等の支払を代行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円）

属性
会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 日鉄めっき 所有 材料の分譲 材料の分譲 72 未収入金 114
鋼管㈱ 　直接 100% (注3）

資金の援助 資金の貸付 1,700 短期貸付金 2,500
資金の回収 1,540
(注2）

当事者製品の購入 半製品の購入 240 買掛金 84
(注3）

㈱ニッケン 所有 当社製品の委託加工 製品の購入 8,827 買掛金 880
鋼業 　直接 100% (注5） 電子記録債務 23

材料の分譲 5,351 未収入金 3,386
(注3）

請負作業契約 用役の購入 250 未払金 15
(注4）

当社製品の輸送 用役の購入 378 未払金 43
(注4）

資金預り 資金預り 1,310 預り金 945
資金払戻 1,015
(注2）

㈱ニッケン 所有 当事者製品の購入 製品の購入 198 買掛金 27
ビルド 　直接 100% (注3）

資金預り 資金預り 260 預り金 870
資金払戻 290

(注2）
鴨川工業㈱ 所有 当社製品の委託加工 製品の購入 572 買掛金 50

　直接 100% (注5）
資金預り 資金預り 150 預り金 150

資金払戻 20
(注2）

日本サーモ 所有 当社製品の販売 製品の販売 137 売掛金 9
ケミカル㈱ 　直接 100% (注1）

資金の援助 資金の貸付 330 短期貸付金 -       
資金の回収 410
(注2）

ｴｽｹｲ工事㈱ 所有 資金預り 資金預り 230 預り金 -       
　直接 100% 資金払戻 430

(注2）
日鉄建材 所有 当社製品の委託加工 製品の購入 724 その他の流動資産 62
ベトナム㈲ 　直接 80% (注5）

請負作業契約 用役の購入 66 未払金 19
ｿﾌﾄの開発委託 13
(注4）

関連会社 NS建材販売㈱ 所有 当社製品の販売 製品の販売 3,031 売掛金 608

　直接 41% (注1）
東海鋼材 所有 当事者製品の購入 製品の購入 2,745 買掛金 253
工業㈱ 　直接 20% 材料の分譲 1,429 未収入金 711

(注3）
ＹＳポール㈱ 所有 当社製品の販売 製品の販売 389 売掛金 272

　直接 45% (注1）



３． 兄弟会社等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 材料・半製品・貯蔵品の購入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定している。 

（注2） 製品の販売については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定している。 

（注3） 日本製鉄グル－プ内の債権流動化を図る上から、当社は日鉄ファイナンス株式会社と「売掛債権売買契約書」を

取交しており、当社の売掛債権を日鉄ファイナンス株式会社に譲渡している。 

 

４．親会社情報 

日本製鉄株式会社（東京、名古屋、札幌、福岡 証券取引所に上場） 

 

 

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記 

 
  １株当たり純資産額         １,３５４円４１銭 

  １株当たり当期純利益         １６３円８７銭 

 

 

XⅠ．収益認識に関する注記 

 

収益を理解するための基礎となる情報については「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の

「重要な収益及び費用の計上基準」に記載したとおりである。 

 
 

 

（百万円）

属性
会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の 日鉄物産㈱ 当事者製品の購入 材料の購入 4,648 買掛金 2,063
子会社 半製品の購入 867 未払金 44

貯蔵品の購入 290
(注1）

当社製品の販売 製品の販売 28,607 売掛金 3,042
(注2）

日鉄ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱ 資金取引 債権の譲渡 68,090 未収入金 15,841

(注3）


